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 景気後退の如く沈滞する「vibecession（バイブセッション）」が恒常的な沈滞

感「Permacession（パーマセッション）」となって染み付いた米消費者の不況感

を除去すべく「affordability（アフォーダビリティ：生活のしやすさ）」危機と物

価高対策への共和党、民主党それぞれの対応が今秋11月の中間選挙を左右しそうだ。 

 

長引く物価高に貧富の格差拡大や政治分断 

 

 あるワシントン情報筋によれば、「米国民は特にaffordability（アフォーダビリ

ティ：生活のしやすさ）と物価高対策を重視しており、トランプ政権が同問題で

成果を挙げられるか、中間選挙の行方に大きな影響を与える可能性がある」という。 

 既に、トランプ大統領は3月に住宅価格対策として、建設コスト抑制のため環

境など各分野の規制撤廃に関する大統領令に署名、年初1月にも機関投資家によ

る戸建て住宅の購入を禁止する等、今秋の中間選挙を見据えアフォーダビリティ

を重視した政策を講じてきた。 

足元では米イラン戦争終結に向けた和平合意やホルムズ海峡正常化に向け奮闘

し、原油価格は米イラン戦争前の1バレル70ドル水準に沈静化し中東の緊張緩和

が奏功しつつあるが、創刊1857年の伝統ある米誌「The Atlantic（アトランティッ

ク）」5月24日電子版が『“バイブセッション”は終わった。今ここにあるのは

“パーマセッション”だ（The 'Vibecession' Is Over, The Permacession' Is Here)』と題し、

米国消費者に染み付いた不況感「パーマセッション」対策が急がれると喝破した。 

タイトルにある「vibecession（バイブセッション）」とは、実際には景気後退

（recession）に陥っていないのに、消費者の気分（vibe）だけが景気後退のように

沈滞している状態を指す造語である。そして、「Permacession（パーマセッショ

ン)」は、実際には景気後退ではないものの、消費者が恒常的（permanent）に不

況感や将来不安を抱き続ける状態を指す造語である。 

「人々は経済が良くなると信じるのをやめた。生活が順調だと認めようともし

なくなった。そうした悲観論が米国政治の固定観念となった。それは戦争が終

わってもホルムズ海峡が開放されても、世界の商流が正常化しても変わらないだ

ろう」（米誌「The Atlantic」5月24日電子版）－。 

経済成長を維持し、失業率も低水準にあり景気後退を避けているにも拘わら

ず、米国消費者には今や一時的な不況感ではなく、恒常的な不況感が染み付いて

離れないというのだ。これほど悲観的にならざるを得ないのは、コロナ禍やウク

ライナ戦争、イラン戦争を経て長引く物価高の影響が大きく、政治的な分断や制

度への信頼低下、貧富の格差拡大を含め明確な理由を説明することが難しく、政

治家が対処することも容易ではないからだ。 

実際、トランプ政権の住宅価格政策にも拘わらず、長期金利との連動性が高い

住宅ローン金利は上昇し、2月には22年9月以来となる5％台まで低下した米連邦

住宅貸付抵当公社（フレディマック）30年物固定住宅ローン金利（週平均）は

6.30％と上昇傾向を辿っている。 

 そして、米誌「New Republic」5月28日電子版が『定着したアフォーダビリティ

（Affordability Politics Are Here to Stay）』と題し、「アフォーダビリティ政治はトラ
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ンプ氏を大統領に押し上げた『ＭAGA (Make America Great Again）』に次ぐ政治

の潮流であり、選挙を左右する振り子になった。有権者が政権党の責任を追及す

る結果、民主党に追い風が吹いている」と喝破する。 

 つまり、食料から日用品、住宅や医療・教育に至るまで負担感が高まる中、既

にインフレが2024年の大統領選でも争点となり、前民主党政権の敗因となった

が、今秋の中間選挙と28年の大統領選は明らかに「アフォーダビリティ危機に対

する政策がその行方を左右するカギとなっている」（同誌）というのだ。 

 その上で、同誌は2016年の大統領選で若者の熱烈な支持を集めたバーニー・サ

ンダース上院議員（民主党）や民主社会主義者を自認してニューヨーク市長に当

選したゾーラン・マムダ二市長のように、「有権者の不満に応える具体的な政策

が必要」と強調する。 

 

住宅建設支援や健康保険補助に関税免除拡大 

 

 事実、アフォーダビリティ危機や物価高への具体的な対策を示す形で国政・地

方選挙での民主党の躍進が続いている。2025年11-12月に行われたオフイヤー選挙

（全国的な大統領選挙・連邦議会選のない年に行われる選挙）ではアフォーダビ

リティが争点化し、民主党がニュージャージー州、バージニア州知事選、ニュー

ヨーク市長選などで全勝、共和党地盤テネシー州の連邦下院補選でも民主党候補

が善戦し、トランプ政権に厳しい結果となっている。 

 特に、米国民にとって最もアフォーダブルでなくなったのが住宅であり、とり

わけ大都市圏の住宅価格の高騰が激しく、若者や中流層にとって「高嶺の花」と

なってしまった。政権奪回を目指す民主党、トランプ政権いずれにとっても“高

嶺の花”となった住宅問題や米消費者に染み付いた不況感「パーマセッション」

などアフォーダビリティ危機と物価高へ具体的な対策を示せるかが中間選挙の行

方を左右することになりそうだ。 

 一方、既にアフォーダビリティ危機に対しては第2次トランプ政権発足から1年

2カ月が経過した今年2月19-21日に開催された全米知事会議（NGA）冬季会合は

アフォーダビリティ論議一色となった。 

 特に2月21日の討議ではインディアナ州ブラウン知事（共和党）、ケンタッ

キー州ベシア知事（民主党）、マサチューセッツ州ヒーリー知事（民主党）、モ

ンタナ州ジアンフォルテ知事（共和党）が家計の可処分所得（disposable income）

を増やすためのアクションプランを住宅供給やエネルギー料金、税制・投資誘

致、人材育成の4項目において具体的に提示し、物議を醸した。 

こうした議論を踏まえ、共和党政権としては、1）ガソリン税の一時停止、2）

住宅建設支援、3）健康保険購入補助の復活、4）関税免除措置の拡大－等の施策

を検討し、徐々にアフォーダビリティ危機への対応を進めてきた。とりわけ、物

価高対策としてイラン戦争終結合意による原油下落に伴うインフレ懸念後退が、

ここに来てトランプ大統領の僅かながらの支持率回復に繋がっているようだ。 
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 英誌「Economist」/YouGovの世論調査(6月13-15日）によれば、毎を平滑化（3

週間ローリング平均）したトランプ大統領の支持率は前回の-25から3pt上昇し-22

に回復し、低迷の一途からようやく底入れ反転する兆しを見せつつある。 

 とはいえ、同調査が示した米国民の物価高への不満は深刻である。過去1年の

ガソリン価格上昇について、「大幅な上昇」が76％、「小幅な上昇」が14％と合

わせて90％に達し、食品については「大幅な上昇」が60％、「小幅な上昇」が

30％と9割が食品高騰を実感している。さらに深刻なのは、住宅の上昇であり、

「大幅上昇」45％、「小幅上昇」23％と合わせ7割が住宅上昇に喘ぎ、自動車は

64％（大幅高42％、小幅高22％）といずれも物価高への深刻な叫び声となって響

いている。 

 もっとも、共和党の一連の対策が評価されて英誌「Economist」/YouGovの中間

選挙に関する世論調査(6月30日）によれば、11月の中間選挙の投票を想定した問

いで、民主党候補の支持率は37％と共和党候補（35％）を2pt上回ったものの民主

党候補が6pt上回っていた5月下旬調査時（民主党候補39％、共和党候補33％）か

ら差が縮まり、民主党候補に投票すると回答した民主党支持者は5月下旬95％

だったが、今回87％に低下している。 

 一方、トランプ大統領は有権者にアピールできる外交成果を狙う可能性があ

り、既に米イラン戦闘終結への合意とホルムズ海峡開放により原油はじめエネル

ギー価格低下の実現、キューバの体制転換への働きかけを通じたキューバ系米国

人の支持回復などが想定される。 

 さらに、7月に予定される米国・メキシコ・カナダ協定（USMCA）見直しや日

米合意に基づく日本の対米戦略投資を巡る米国有利な成果狙い、今秋9月24日の

中国・習近平国家主席の訪米時に5月米中首脳会談で設置が合意された「貿易・

投資委員会」協議による関税引き下げや中国による米国産品購入や対米投資など

具体的成果が発表される可能性がある。 


